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 少子化に伴う入学生の低学力化が進行していく中で、学生の基礎学力の養成を保証するには、学部・

学科の垣根を出来るだけ低くして、大学全体の責任において学部横断的な学生のニーズを満たす教育

プログラムの開発と教育方法の導入とを今こそ真剣に検討しなければならない。その意味で、センタ

ー相互の連携と学部教育とのネットワーク化は急務である。 

 このことは、大学院教育についても指摘できることである。大学院の収容定員に対する在籍者の割

合は、博士課程前期・修士課程では、全学的には若干上回っているものの研究科専攻によっては、定

員割れが恒常化しつつある専攻も見られ、学部教育と大学院教育の位置づけが各学部で必ずしも上手

くなされていない結果、既存学部と大学院との連携教育が成立していない側面もうかがえる。学部教

育を「専門性を有する教養人」の育成、大学院教育を「教養ある専門家」の育成と位置づけていくな

らば、学部教育の延長として大学院教育をより積極的に活用していくことが大切である。博士課程後

期では、定員充足率の実態はいっそう深刻になっている。総合大学として大学院の充実は不可欠であ

り、そのためには学部教育との連携による定員充足率の向上が必要である。その点では、工学部・工

学研究科が平成 21年度から学部・大学院一貫教育システムの構築と実施環境の整備とを行い、大学院

進学率の増加と質の高い院生の確保を図っている努力は注目に値する。 

 医学部と二つの病院を有する福岡大学は、地域密着型の総合大学としてアイデンティティを確立し、

地域の発展のために社会貢献し、一定の成果を上げてきた。地域貢献という点では、メディカル部門

のみならず、知的資源の社会還元として、エクステンションセンターにおいて「福岡大学市民カレッ

ジ」を開講し、地域住民に開放している。さらに、大学の研究成果や知的資源を地域企業に還元する

「知識循環」の産学官連携推進モデルの構築を福岡大学は目指している。今後は、エクステンション

センターや研究推進部、地域ネット福大オフィスを中心とした社会貢献に係る部署が相互に連絡を取

りながら、全学的な見地から点検・評価を行い、より広い視点から地域社会との連携を強化すること

が重要と考える。 

 こうした大学が本来担うべき役割を十全に遂行するには、大学の理念・目標に向かって邁進できる

強固な教学体制を構築し、それによって教育力を向上させることが必要である。そのためには、ＦＤ

活動に積極的に取り組み、教育活性化を側面から支援する事務職員のＳＤ組織を立ち上げて、両者が

一体となって教育改善・改革に取り組むことである。福岡大学では、平成 13年に発足したＦＤ推進委

員会が中心となって取り組みを行っており、ＳＤ委員会についても、平成 20年 4月を目処に事務局長

を中心とした新たな組織を立ち上げることが検討されている。しかしながら、現実にはＦＤへの取り

組みが学部間で温度差があり、必ずしも充分な成果を上げているとは言えない。大学院では、平成 19

年度に授業アンケートが開始されたばかりである。 

それでもＦＤ推進委員会が中心となって、平成 17年度から PDCAサイクルによる教育改善を進める

教育マネジメントサイクル活動を開始し、これに基づいて、各学部および教育関連の各センターが組

織的・継続的に教育効果を高める取り組みを行っている。平成 19年 6月には第１回教育マネジメント

サイクル活動報告会を開催し、全学的取り組みの深化を図り、平成 20年度には、第 2回目の開催を予

定しているので、教育改善の取り組みの実質化が進むものと期待される。 

 

展望 

 最初に述べたように、福岡大学は創設以来 70年を超す歴史的な蓄積の結果、地域の拠点大学として

その存在を確立してきた。将来の福岡大学の安定といっそうの発展を展望するにあたり、本学が「地
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域マグネット・ユニバーシティ(Magnet University)構想」(福岡大学学報平成 20 年 1 月号、第 361

号)をコンセプトとして掲げている意義は大きい。すなわち、その思想は、「建学の精神」を生かした

全人教育を実現する中で、「社会に役立つ有為の人材を育成し、社会に送り出す」ことを目的とし、教

育研究の理念・目標に沿って、地域に開かれた魅力ある大学づくりを目指すものである。昭和 9年創

立の福岡高等商業学校から昭和 24 年の福岡商科大学への発展的改組以降も連綿と受け継がれてきた

本学の社会的使命を遂行するに際し、私たち全教職員は今、先人の残した総合大学としての地域拠点

性にさらに磨きをかけ、真に魅力のある教育機関として仕上げていく自覚が求められている。 

 その具体的ポリシーとして、先に総括した教学上の諸々の問題点を正しく認識し、その解決に向け

た努力や施策が今後ますます必要となってくると思われる。 

 管理運営の面では、学内の意思決定のプロセスの面で、企画運営会議、学部等の会議における諸提

案のうち、全学的な事項については、広く意見を聴取しながら、合議制を前提とした民主的なかたち

で最終決定まで進められている。教学上の改革・改善が時として進捗しなかったり、中途半端に終わ

ってしまうこれまでの事態を改善するには、執行部が積極的に関係部門の意見を聴取し、公正な判断

を下し、的確な具体案を示すことが求められる。改革には、時としてスピードが必要である。拙速は

避けなければならないが、将来を展望するに、今後の意思決定の上で、執行部を含めた全学の責任体

制の明確化と各機関・部署への権限委譲も進めて、意思決定の時間短縮を図ることも重要であろう。 

 福岡大学の発展の鍵は、これまで大学が歩んできた歴史への認識と大学の社会的使命に対する全教

職員の自覚に俟たなければならないと言えよう。この自覚と、先人に倣って大学の発展に寄与したい

という大学に対する愛着と熱意があれば、そこから新しい創意工夫が生み出され、福岡大学は今後と

も地域社会に根を張り、発展し続けて行くと信じたい。 
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